
序章 問題意識と調査の概要 

 
１．研究の経緯 

 本報告書は労働政策研究・研修機構の５年にわたるプロジェクト研究「新たな経済社会に

おける能力開発・キャリア形成支援のあり方に関する研究」のサブテーマである「キャリア

形成弱者の実態と支援に関する調査研究」の初年度の成果である。 
 「キャリア形成弱者の実態と支援に関する調査研究」においては、キャリア形成をするう

えで困難を抱えている（抱える可能性がある）のは誰であるのか、そこにはどんな課題があ

り、どのような支援が求められるのかという観点から研究を進めている。本報告書は、知識

社会化が進む中でキャリア形成が難しいとされる非高等教育進学層（ここでは高卒就職者）

に焦点を絞り1この実態についての調査分析を目的としている。 
 先進国の非高等教育進学層の教育から職業への移行は、産業構造が製造業中心の第二次産

業から第三次産業に転換し始めた 70 年代後半より、大きな社会問題となってきた。しかし、

早く学校を離れる若者を教育から職業へ移行させる仕組みが整っていた日本とドイツだけは

若年層の失業問題を長らく免れてきたのである。 
日本においてこの役割を果たしたのは、一定のルールに基づく安定機関・高校・企業との

良好な関係であった。その関係のありようは次章以降にみるように地域によって大きな相違

があるが、労働行政による高卒労働市場の整備と、高校と企業との関係に特徴があることが

知られている。特に高校と企業との信頼に基づく継続的な関係である「実績関係」は、これ

まで日本の高卒者が教育から職業へスムーズに移行するさいに重要な役割を果たしてきたと

言われてきたのである（苅谷 1991）。本稿では、「推薦指定校制」「一人一社制」に基づき、

高校と企業との継続的・安定的関係である「実績関係」の中で生徒が就職を決定していく仕

組みを「日本的高卒就職システム」と定義することにする（詳しくは第２章 はじめに 参

照）。 
 しかしながら 90 年代半ば以降、高校生の進路は大きく変貌した。高校卒業生の４割を占

めていた就職者はわずか２割となり、四年制大学への進学率が急激に上昇した。高卒労働市

場も不況の波にさらされ、高卒者に対する求人は質量共に大きく変化し、高校を卒業しても

進学も就職もしない「高卒無業者」が社会問題となった。この時期には、これまで良好に機

能してきた「日本的高卒就職システム」がうまくいかなくなっていると強く認識され始めた

のである。 
 近年になって景気に薄日が差しはじめ、2007 年度に卒業する大学生の就職はバブル期以来

の求人が殺到しているとも報道されており、高卒求人も量的にはやや回復しつつある。だが

こうした景気回復のもとで、７割強が進学するようになった超高学歴社会の中での高卒就職

のありようについては依然として未解明である。本稿では 18 歳人口のほとんどを占める全

日制の高校生のうち、卒業後に就職を希望する高校生の移行支援機能である「日本的高卒就
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職システム」について、過去との比較を行ないながら論じることにする。なお、高卒就職を

途中で断念する者や高卒無業者層（以下の図表ではその他に含まれる）等に対する支援機能

については重要な課題であるが、次年度以降の研究での取り組みを予定しており、本年度の

報告書では主として全日制高校卒業者に対する移行支援機能に焦点づけて論じることにした

い（無業者等については、すでに労働政策研究報告書№35（2005）等で示したとおり、強い

問題関心を持っているが、別のアプローチでの検討を予定している）。 

 
図表序－１ 全日制高校卒業者の進路（平成 18 年度卒業生） 
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資料出所：文部科学省『学校基本調査』より作成 

 
 そこで本報告書では、10 年前に当機構の前身である日本労働研究機構が調査を実施した地

域（秋田・東京・埼玉・長野・島根）と同一の安定機関・高校・企業に対してインタビュー

調査を実施することとした2。なお調査の依頼にあたっては、厚生労働省職業安定局若年者雇

用対策室のご協力を得た。 
 さらに近年拡大したと言われる地域格差を踏まえて、北海道、青森、高知など労働市場情

勢の厳しい地域や、企業誘致により好転した大分も対象地域に追加し、地域ごとの特徴が把

握できるように配慮した。 
 これらは第１章で整理される高卒労働市場の類型に位置づけられる。 
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図表序－２ 対象者の概要 

類型 類型の特徴（詳細は第1章参照） 10年前と同じ対象地域
今回新たに調査対象と
した地域

類型１ 労働力流入型 東京・埼玉 大阪（HWと中小企業）

類型２
需給バランスがとれ、製造業求
人が一定程度ある

長野・新潟（HWのみ）

類型３ 労働力流出型 島根・秋田

企業誘致によりよく
なっている大分＋特に
求人倍率の低い北海
道・青森・高知  

 
図表序－３ インタビュー対象先一覧 

1 東京都 A ハローワーク 東京Ａ普通 東京Ａ社
東京Ｄ商業 東京Ｂ社
東京Ｂ工業 東京Ｃ社

東京Ｄ社
2 埼玉県 B ハローワーク 埼玉Ｄ普通 埼玉Ｅ社

埼玉Ｆ商業 埼玉Ａ社
埼玉Ｅ工業

3 秋田県 C ハローワーク 秋田Ｈ普通 秋田Ａ社
秋田Ｇ普通 秋田Ｂ社
秋田Ｊ普通 秋田Ｃ社
秋田Ｉ工業 秋田Ｇ社

秋田Ｈ社
4 長野県 D ハローワーク 長野Ｋ普通高校 長野Ａ社

長野Ｌ普通高校 長野Ｂ社
長野Ｎ商業
長野Ｍ工業

5 島根県 E ハローワーク 島根Ｐ普通 島根Ａ社
島根Ｒ商業 島根Ｋ社

島根Ｂ社
6 北海道 F ハローワーク 北海道Ａ商業 北海道Ａ社

北海道Ｂ工業
7 青森県 G ハローワーク 青森Ａ商業 青森Ａ社

青森Ｂ工業
8 新潟県 H ハローワーク
9 大阪府 I ハローワーク 大阪Ａ社

大阪Ｂ社
10 大分県 J ハローワーク 大分Ａ商業 大分Ａ社

大分Ｂ工業
11 高知県 K ハローワーク 高知Ａ商業 高知Ａ社

高知Ｂ工業
12 Ｉ社  

 
 また各都道府県それぞれ１所のハローワークを調査対象とし（計 11 所）、さらにその管内

にある高校と企業の協力を得て調査対象とした（ただし、新潟はハローワークのみ、大阪は

ハローワークと企業のみ）。対象数は高校 24 校、企業 23 社である。ケース記録は大部とな

ることから、別に資料シリーズとしてとりまとめているので、ぜひあわせてご参照頂きたい。 
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２．先行研究のレビュー 

 高卒就職に関する研究のうち、天野ほか（1988）によるＺ県で 1982－84 年にかけて実施

されたインテンシブ調査と、83 年に実施された就職担当教員に対する調査がのちの研究に強

い影響を与えている。これらの知見は主として、天野ほか（1988）に加えて、苅谷（1991）
にまとめられており、高卒就職に関する主な知見は以下のように要約できる。 
（１） 高卒者の進路がスムーズに分化するにあたっては、高校進路指導が重要な役割を果た

しているが、特に高卒者の就職については、諸外国では見られない、高校進路指導の

重要な役割が見出されること。 
（２） 学校と企業との間には、「継続的な取引関係の中で、信頼を基礎に確実性の高い情報

の交換によって雇用－採用－職業紹介の安定化をはかるネットワークであり、関係の

継続性の中で一方の行動を他方が制御する規範を伴った関係」である「実績関係」が

成立していること。しかも「実績関係」は就職者の半数以上をカバーしていること。 
（３） 「実績関係｣を継続させるため、高校は校内での選抜を行うなど企業が望むような生

徒を送り出すように行動が規制されており、企業はよい労働力を確保するため、学校

での選抜結果を受容していること。 
（４） 「実績関係」によって就職が決定されることにより、生徒には「よい成績→よい就職

先」というメリトクラシーが浸透し、校内生活の送り方がコントロールされているこ

と。 

 
 すなわち、天野ほか・苅谷は、高校と企業との安定的な関係を軸とする「日本的高卒就職

システム」を発見したと言えよう。他方で、国際比較の観点が前面にでたために、日本国内

の地域差についてはあまり関心が払われてこなかったという特徴がある。 
しかし 90 年代後半に、日本労働研究機構（1998）は、「日本的高卒就職システム」が崩れ

てきていることを指摘した。 
（１）求人側の変化として、経営環境の変化により高卒採用の中止や縮小が進むとともに、

高校の事前調整ではなく、自社の試験によるスクリーニングを実施するようになって

いる。求職側の変化としては、全体として進学率が高まりつつあるが、就職が難しく

なっているため、都市部ではフリーター、地方では進学に流れる傾向が見られる。 
（２）労働行政の類型は、①情報共有型＝指定校の考え方をできるだけ排除し、労働行政が

求人を積極的に公開して、すべての生徒に平等に求人を提供する、②情報規制型＝学

校と企業との相互信頼関係に基づく指定校制を原則として行政の関与を最小限にとど

める、③情報折衷型＝指定校制を維持しながら、管内高校間の情報量の均等化を進め

る、にわけられる。①は労働力供給地域に多く、②、③は労働力需要地域に多くみら

れる。 
（３）指定校や一人一社制、校内選考を中心とする高校進路指導の枠組みについては大きく
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変更されてはいないが、就職希望者が質的にも量的にも変化していることから、学校

の指導上の方針の違いが明確になってきている。 
（４）高卒就職は、特定の学校と特定の企業との間に「求人―採用」が継続しているという

「実績関係」によってなりたっているとされてきたが、実際に就職先をみると継続的

な関係は少なく、実績関係は従来考えられていたよりも限定的な現象であることが示

唆された。また高校と企業との関係は 90 年代半ば以降、顕著に低下していた。また

「よい成績→よい就職先」というメリトクラシーの浸透は弱まっていることが観察さ

れた。 

 
他方で、これまで安定的であった高校進路指導のメカニズムがうまく機能しなくなってい

るという問題意識から、都市部の高校（特に普通高校）を対象とした高卒無業者研究がなさ

れるようになった（苅谷ほか 1997・日本労働研究機構 2000・耳塚編 2002）。 
（１）進路多様校においては進路指導が進学指導にも就職指導にも特化できないため、特に

普通科において高校進路指導の水路付け機能が弱まった。この結果として進路が収斂

せず、無業のまま卒業していく生徒が増加している。 
（２）広義の成績（成績だけでなく、欠席日数や部活や生活態度も含む）が将来に結びつく

という生徒の「連結性」の認識がかつてと比べて弱くなっている。 
（３）生徒の生活世界が学校ではなく学校外にシフトしている。「パートタイム生徒」化とも

呼ばれる。 
（４）生徒の社会的な背景が無業と相関している。進学も就職もできない生徒が、フリータ

ーとして労働市場にさまよい出る結果となっている。 

 
高校側に対する調査に加えて、企業についても調査分析が進んだ。 
労働政策研究・研修機構（2005）は、高卒採用が増加・復活する可能性がある企業につい

て、また、労働政策研究・研修機構（2005）・原・佐野・佐藤（2006）では、高卒採用を継

続してきた企業の特徴について探っている。その際に高卒者の基礎能力を高めることが重要

であり、企業が高卒者に求めている能力が高校にフィードバックされることが必要だと指摘

されている。 
この点について筒井（2006）は、企業と高校双方を視野に入れた研究を通じて、高卒者の

能力に関する高校と企業との関係に踏み込み、なぜ高校と企業との連携がうまくいかないの

かについて論じている。 
2000 年以降、時期は地域によって異なるが、一人一社制が緩和され、インターネットによ

る求人情報の公開（指定校制の解消）が進んだ（第１章参照）。こうした制度的な変化は、こ

れまでの高卒就職の制度的前提を変えるものであった。またこれまでもっぱら学校が担って

きた支援であったが、若者自立・挑戦プランにより、外部機関による支援体制も整えられた。
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この時期に高卒就職を規定する枠組みも大きく変化したのである。 

 
さて周知のように 2004 年以降、高卒求人は景気と団塊世代の引退という要因によって急

激に回復した。求人の回復と共に、高卒就職者に対する移行支援機能も同じように復活して

いるのだろうか、あるいはいっそう変容を遂げているのだろうか。高卒就職者は高卒者全体

の２割にすぎなくなっているが、四年制大学への進学率が高まる中でも 18 歳で就職する若

者層はまだ日本全体で 20 万人ほど存在する（図表序－１）。どれだけ高等教育への進学率が

上がったとしても、すべての若者層が高等教育に進学したいわけでも、経済的に進学が可能

になっているわけでもない。いずれにせよ現在新卒市場ではマイノリティと化した高卒就職

者は、諸外国のこれまでの事例をふまえれば、将来のキャリア形成において不利な立場にお

かれやすいことが予想される。移行支援機能のありようによっては、労働政策による支援が

必要となる層であると考えられる。 
以上の議論に基づき、本報告書は、次のように課題を設定し、「日本的高卒就職システム」

の実相に迫ることとした。 

 
①新規高卒労働市場はこの 10 年程度の間にどのように変化したのか。さらに、いくつかの

地域における変化と対策の実態はどのようであるのか（第１章）。 
②高校と企業との関係は、過去と比較してどのような変化を遂げているのか。また制度的な

環境が変化しているが、指定校、一人一社制、校内選考などの従来の就職慣行に基づいて

高校進路指導は行なわれているのか。さらに「よい成績→よい就職先」というメリトクラ

ティックな原理に基づく水路付けは行なわれているのか（第２章）。 
③企業における高卒者の位置づけは、なぜ、どのように変動しているのか。企業によって、

②の従来的な就職慣行の意味はどのように異なっているのか（第３章）。 
 

 以下ではこれらの課題について検討していくこととしたい。 

 

                                                 
1 JILPT(2007)”Transition Support Policy for Young People with Low Educational Background―2007 JIPLT 
International Workshop” では、先進諸国における非高等教育進学層の職業への移行の困難さが共通の課題とし

て議論されている。 
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